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1
建設リサイクル法第13条及び省令第4
条に基づく書面

● －
第105号
の1～3

契約締結時
建設ﾘｻ法13条
H22農整第584号

受注者 －
「建設ﾘｻｲｸﾙ法の施行にともなう事務手続きの流れについて」の一部
改正について(H22.10.14農整第584号)

1
建設リサイクル法第13条及び省令第4
条に基づく書面

● －
第105号
の1～3

契約締結時
建設ﾘｻ法13条
H22農整第584号

受注者 －
「建設ﾘｻｲｸﾙ法の施行にともなう事務手続きの流れについて」の一部
改正について(H22.10.14農整第584号)

2 工事工程表 ○ 県HP① 第45号 契約締結後7日以内
約款3条 事務25条
仕様1-1-4

受注者 知事 工期変更時や変更契約時は提出不要 〇 提出済 2 工事工程表 ○ 県HP① 第45号 契約締結後7日以内
約款3条 事務25条
仕様1-1-4

受注者 知事 工期変更時や変更契約時は提出不要 〇 提出済

3 現場代理人等届 ○ 県HP①
第46号
の1

契約締結後7日以内
約款10条
事務28条

受注者 知事

現場代理人の適正な配置の徹底について(H17.8.25事務連絡)

発注者側がCORINS等未導入の場合
・技術者資格証(写)等【提出】
・健康保険被保険者証(原本)等【提示】

〇 提出済 3 現場代理人等届 ○ 県HP①
第46号
の1

契約締結後7日以内
約款10条
事務28条

受注者 知事

現場代理人の適正な配置の徹底について(H17.8.25事務連絡)

発注者側がCORINS等未導入の場合
・技術者資格証(写)等【提出】
・健康保険被保険者証(原本)等【提示】

〇 提出済

4
現場代理人兼務工事申出書(回答書)
主任技術者兼務工事申出書(回答書)

○ 県HP① 随時 H29農企第319号 受注者 知事
建設工事の現場代理人の常駐及び技術者の専任に係る取扱いについて
(H30.3.19農企第319号) 〇 提出済 4

現場代理人兼務工事申出書(回答書)
主任技術者兼務工事申出書(回答書)

○ 県HP① 随時 H29農企第319号 受注者 知事
建設工事の現場代理人の常駐及び技術者の専任に係る取扱いについて
(H30.3.19農企第319号) 〇 提出済

5 工事カルテ登録申請(CORINS) 提示 CORINS
契約締結後、閉庁
日を除き10日以内

仕様1-1-7 現場代理人 －

請負代金500万以上は必須
変更登録は工期、技術者変更時(金額のみ変更時不要)
変更時と工事完成日の間が閉庁日を除き10日未満の場合
は変更時の提示を省略できる。

〇 〇 5 工事カルテ登録申請(CORINS) 提示 CORINS
契約締結後、閉庁
日を除き10日以内

仕様1-1-7 現場代理人 －

請負代金500万以上は必須
変更登録は工期、技術者変更時(金額のみ変更時不要)
変更時と工事完成日の間が閉庁日を除き10日未満の場合
は変更時の提示を省略できる。

〇 〇

6 前払金請求書 ● 県HP① 第44号 前金払請求時 約款34条 事務46条 受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則 6 前払金請求書 ● 県HP① 第44号 前金払請求時 約款34条 事務46条 受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則

7 工事着手届 ○ 県HP① 第43号
契約締結後30日以
内

事務46条
仕様1-1-12

受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則 〇 提出済 7 工事着手届 ○ 県HP① 第43号
契約締結後30日以
内

事務46条
仕様1-1-12

受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則 〇 提出済

8

工事打合簿
　□提出･報告･通知･届け･協議
　　承諾･18条確認請求

○ 県HP① 第52号 随時
約款1条 約款9条
約款18条 事務5条
電納3－3 監督5条

現場代理人 監督員 〇 提出済 8

工事打合簿
　□提出･報告･通知･届け･協議
　　承諾･18条確認請求

○ 県HP① 第52号 随時
約款1条 約款9条
約款18条 事務5条
電納3－3 監督5条

現場代理人 監督員 〇 提出済

9 　　休日・夜間作業届
条件付
報告

官公庁休日等前 仕様1-1-42の1 現場代理人 監督員
施工計画書等で事前に作業実施報告をしていない場合
は、事前にその理由を監督員に連絡する。

〇 提出済 9 　　休日・夜間作業届
条件付
報告

官公庁休日等前 仕様1-1-42の1 現場代理人 監督員
施工計画書等で事前に作業実施報告をしていない場合
は、事前にその理由を監督員に連絡する。

〇 提出済

10 施工計画書 ○ － － 工事着手前
仕様1-1-5
電納3－3

受注者 －

下表の事項について記載
当初請負代金額が500万円未満の工事においては、記載

内容の項目（以下（１）、（３）、（４）、（６）※、
（８）、（９））を省略するものとする。
※交通規制がある場合を除く。

〇 提出済 10 施工計画書 ○ － － 工事着手前
仕様1-1-5
電納3－3

受注者 －

下表の事項について記載
当初請負代金額が500万円未満の工事においては、記載

内容の項目（以下（１）、（３）、（４）、（７）※、
（８）、（９））を省略するものとする。
※交通規制がある場合を除く。

〇 提出済

11 　※再生資源利用計画書 ○
備考欄
参照 様式1 施工計画書提出時

仕様1-1-22
建ﾘｻ法第18条

現場代理人
該当する建設資材を搬入する予定の場合、COBRIS又は
Excel様式(国交省HPより入手可)にて作成

〇 提出済 11 　※再生資源利用計画書 ○
備考欄
参照 様式1 施工計画書提出時

仕様1-1-22
建ﾘｻ法第18条

現場代理人
該当する建設資材を搬入する予定の場合、COBRIS又は
Excel様式(国交省HPより入手可)にて作成

〇 提出済

12 　※再生資源利用促進計画書 ○
備考欄
参照 様式2 施工計画書提出時

仕様1-1-22
建ﾘｻ法第18条

現場代理人
該当する建設副産物を搬出する予定の場合、COBRIS又は
Excel様式(国交省HPより入手可)にて作成

〇 提出済 12 　※再生資源利用促進計画書 ○
備考欄
参照 様式2 施工計画書提出時

仕様1-1-22
建ﾘｻ法第18条

現場代理人
該当する建設副産物を搬出する予定の場合、COBRIS又は
Excel様式(国交省HPより入手可)にて作成

〇 提出済

13 　※安全教育・訓練の実施予定表 ○ 県HP① 様式-1 施工計画書提出時
仕様1-1-32
安衛法

現場代理人 安全教育・訓練等の実施要領 〇 提出済 13 　※安全教育・訓練の実施予定表 ○ 県HP① 様式-1 施工計画書提出時
仕様1-1-32
安衛法

現場代理人 安全教育・訓練等の実施要領 〇 提出済

14 電子納品チェックシート ○ 県HP②
電子納品
ﾁｪｯｸｼｰﾄ

工事着手前 電納3－2 現場代理人
電子納品が工事写真のみの場合は、納品時チェックシー
トを省略可

〇 提出済 14 電子納品チェックシート ○ 県HP②
電子納品
ﾁｪｯｸｼｰﾄ

工事着手前 電納3－2 現場代理人
電子納品が工事写真のみの場合は、納品時チェックシー
トを省略可

〇 提出済

15 退職金制度届出書 ○ 県HP① 別紙2 契約締結後1ヶ月以内
仕様1-1-48
H30農企第324号 受注者 監督員 △

メールにより提出する場合は押印不要。原本は受注者で
保管。原本提示を求める場合がある。
「建設退職金共済制度の普及徹底について」の一部改正について
(H30.3.22農企第324号)

〇 提出済 15 退職金制度届出書 ○ 県HP① 別紙2 契約締結後1ヶ月以内
仕様1-1-48
H30農企第324号 受注者 監督員 △

メールにより提出する場合は押印不要。原本は受注者で
保管。原本提示を求める場合がある。
「建設退職金共済制度の普及徹底について」の一部改正について
(H30.3.22農企第324号)

〇 提出済

16 建退共証紙受払簿 提示 － － － H30農企第324号 現場代理人 － 「建設退職金共済制度の普及徹底について」の一部改正について(H30.3.22農企第324号) 〇 〇 16 建退共証紙受払簿 提示 － － － H30農企第324号 現場代理人 － 「建設退職金共済制度の普及徹底について」の一部改正について(H30.3.22農企第324号) 〇 〇

17
施工体制台帳等の写し
(工事打合簿(通知)に添付)

○ 県HP① 第50号 下請契約後7日以内
入契法15条
事務26条1
事務第26条4

受注者 － 〇 提出済 17
施工体制台帳等の写し
(工事打合簿(通知)に添付)

○ 県HP① 第50号 下請契約後7日以内
入契法15条
事務26条1
事務第26条4

受注者 － 〇 提出済

18
※受注者が下請負人と締結した
　下請契約に係る契約書の写し

○ － －
施工体制台帳提出
時

事務26条2 受注者 － 〇 提出済 18
※受注者が下請負人と締結した
　下請契約に係る契約書の写し

○ － －
施工体制台帳提出
時

事務26条2 受注者 － 〇 提出済

19
再下請負通知書
(工事打合簿(通知)に添付)

○ 県HP①
第50号
の3

再下請負契約後7日
以内

事務26条4 受注者 － 再下請けがある場合に作成 〇 提出済 19
再下請負通知書
(工事打合簿(通知)に添付)

○ 県HP①
第50号
の3

再下請負契約後7日
以内

事務26条4 受注者 － 再下請けがある場合に作成 〇 提出済

20 ※再下請負契約に係る契約書の写し ○ － －
再下請負通知書提
出時

事務26条3 受注者 －
建設業許可証の写し、主任技術者の資格を証する書類は
提出不要

〇 提出済 20 ※再下請負契約に係る契約書の写し ○ － －
再下請負通知書提
出時

事務26条3 受注者 －
建設業許可証の写し、主任技術者の資格を証する書類は
提出不要

〇 提出済

21

工事作業所災害防止協議会兼施工体
系図の写し(工事打合簿(通知)に添
付)

○ 県HP① 第51号
施工体制台帳提出時及
び再下請負通知書提出
時

安衛法30条
仕様1-1-14,1-1-15 受注者 － 〇 提出済 21

工事作業所災害防止協議会兼施工体
系図の写し(工事打合簿(通知)に添
付)

○ 県HP① 第51号
施工体制台帳提出時及
び再下請負通知書提出
時

安衛法30条
仕様1-1-14,1-1-15 受注者 － 〇 提出済

22 工事写真 ○ － － 施工中、完成時
約款14条
仕様1-1-23 写撮8
電納2－5

現場代理人 －
検技3,4,5条 土木工事施工管理基準
排出ｶﾞｽ対策型及び低騒音型建設機械について、ﾗﾍﾞﾙ撮
影を求めない。(監督員が施工ﾌﾟﾛｾｽﾁｪｯｸで確認する。)

〇 提出済 22 工事写真 ○ － － 施工中、完成時
約款14条
仕様1-1-23 写撮8
電納2－5

現場代理人 －
検技3,4,5条 土木工事施工管理基準
排出ｶﾞｽ対策型及び低騒音型建設機械について、ﾗﾍﾞﾙ撮
影を求めない。(監督員が施工ﾌﾟﾛｾｽﾁｪｯｸで確認する。)

〇 提出済

23 現場事故報告書 ○ 県HP①
別紙-3
第69号

事故発生時 仕様1-1-35 受注者 知事 〇 提出済 23 現場事故報告書 ○ 県HP①
別紙-3
第69号

事故発生時 仕様1-1-35 受注者 知事 〇 提出済

24
工事特性・創意工夫・社会性等に関
する実施状況報告書

○ 県HP① 別紙-6 随時 評定第４ 現場代理人 監督員 〇 提出済 24
工事特性・創意工夫・社会性等に関
する実施状況報告書

○ 県HP① 別紙-6 随時 評定第４ 現場代理人 監督員 〇 提出済

25 NETIS登録技術活用効果調査表 ○ 県HP① 随時
H24建技第128号
検第14号

受注者 －
工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施状況報告書
に添付

〇 提出済 25 NETIS登録技術活用効果調査表 ○ 県HP① 随時
H24建技第128号
検第14号

受注者 －
工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施状況報告書
に添付

〇 提出済

26 関係官公庁協議資料 ▲ － － － 仕様1-1-41の3 現場代理人 － 仕様1-1-41の3に該当する場合のみ提出(他の場合は提示) 〇 〇 26 関係官公庁協議資料 ▲ － － － 仕様1-1-41の3 現場代理人 － 仕様1-1-41の3に該当する場合のみ提出(他の場合は提示) 〇 〇

27
隣接工事又は施工上関連する工事と
相互に協力を行っている記録

仕様1-1-32 現場代理人 〇 〇 27
隣接工事又は施工上関連する工事と
相互に協力を行っている記録

仕様1-1-32 現場代理人 〇 〇

28
地元住民等との交渉記録、苦情対応
の記録

仕様1-1-41 現場代理人 〇 〇 28
地元住民等との交渉記録、苦情対応
の記録

仕様1-1-41 現場代理人 〇 〇

29 工事段階確認申出書 ○ 県HP① 第56号 段階確認前
約款14条
仕様1-1-24
電納3－3 監督5条

現場代理人 監督員 〇 提出済 29 工事段階確認申出書 ○ 県HP① 第56号 段階確認前
約款14条
仕様1-1-24
電納3－3 監督5条

現場代理人 監督員 〇 提出済

30 段階確認出来形管理図 ● 県HP① 段階確認時 仕様1-1-24 現場代理人 － 完成時の出来形管理資料とすることができる。 〇 提出済 30 段階確認出来形管理図 ● 県HP① 段階確認時 仕様1-1-24 現場代理人 － 完成時の出来形管理資料とすることができる。 〇 提出済

31 段階確認立会写真 ○ － － 段階確認後
写撮4条,8条
電納2-4,3-4-3

現場代理人 － 電子納品を省略することができる。 〇 提出済 31 段階確認立会写真 ○ － － 段階確認後
写撮4条,8条
電納2-4,3-4-3

現場代理人 － 電子納品を省略することができる。 〇 提出済

32 工事中間検査申出書 ○ 県HP① 第57号 中間検査前
約款14条 検査5条
仕様1-1-27
仕様1-1-29

受注者 知事 〇 提出済 32 工事中間検査申出書 ○ 県HP① 第57号 中間検査前
約款14条 検査5条
仕様1-1-27
仕様1-1-29

受注者 知事 〇 提出済

33 中間検査出来形管理図 ● 県HP① 中間検査時 仕様1-1-27 受注者 － 完成時の出来形管理資料とする。 〇 提出済 33 中間検査出来形管理図 ● 県HP① 中間検査時 仕様1-1-27 受注者 － 完成時の出来形管理資料とする。 〇 提出済

34 中間検査立会写真 ○ － － 中間検査後
写撮4条,8条
電納2-4,3-4-3

受注者 －
電子納品を省略することができる。出来形管理写真とし
て兼ねる場合は省略不可

〇 提出済 34 中間検査立会写真 ○ － － 中間検査後
写撮4条,8条
電納2-4,3-4-3

受注者 －
電子納品を省略することができる。出来形管理写真とし
て兼ねる場合は省略不可

〇 提出済

35 中間前払金請求書 ● 県HP①
第44号
の2

随時
約款34条
事務47条

受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則 35 中間前払金請求書 ● 県HP①
第44号
の2

随時
約款34条
事務47条

受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則

36 認定申請書 ○ 県HP①
第44号
の3

随時
約款34条
事務47条

受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則 36 認定申請書 ○ 県HP①
第44号
の3

随時
約款34条
事務47条

受注者 知事 富山県土木建築工事費の前金払取扱規則

37 部分払金申請書 ○ 県HP① 第59号 随時
約款37条 事務48条
検査5条

受注者 知事 37 部分払金申請書 ○ 県HP① 第59号 随時
約款37条 事務48条
検査5条

受注者 知事

38 部分払金請求書 ○ 県HP① 第60号 随時 約款37条 事務48条 受注者 知事 38 部分払金請求書 ○ 県HP① 第60号 随時 約款37条 事務48条 受注者 知事
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項目 記載内容の例 項目 記載内容の例

再生資源利用計画書、再生資源利用促進計画書を添付
□10再生資源の利用の促進と
　　建設副産物の適正処理方法

官公庁への手続き、地元説明・回覧、休日の確保、総合評価方式の技術提案の
内容が確認できる箇所一覧表、その他（特別仕様書で定められている事項等）

□11その他

安全管理組織図、安全施工計画、作業主任者や専門技術者の専任、安全教育訓
練、新規入場者教育、安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙ、ＫＹ、機械の点検整備等の管理方法等

□7安全管理

仮設建物、工事用仮設道路、仮設水路、水替工、河川等の仮締切り、工事用
地、土留め、支保工、足場工、工事用電力設備、給排水設備、安全設備等

□8仮設備計画

騒音・振動・地盤沈下・水質汚濁対策、ゴミ・ほこりの処理、事業損失防止対
策（家屋調査・地下水観測等）、産業廃棄物の対応等

□9環境対策

□3施工方法
主要工事毎の施工順序、施工方法及び施工上の留意事項について使用する機
械や設備を含めて記載

資材の品名、規格、品質証明方法、製造又は取扱会社等□2主要資材

工種等に分類した計画工程、月単位の計画出来高率を記入□1計画工程表

過積載防止対策、交通安全対策、交通切りまわし及び規制計画、保安施設設
置計画及び保守点検計画、現道補修・防塵処理方法等

□6交通管理

緊急連絡系統図、夜間・休日連絡先等□5緊急時の体制及び対応

出来形・品質管理基準、段階確認・検査員検査・下請検査・社内検査等□4施工管理計画

改定・追記箇所
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